
100

女性研究者の新規採用割合に関する目標値（自然科学系全体で30％、理学系
20％、工学系15％、農学系30％、医学・歯学・薬学系合わせて30％）を速やかに達
成。

❷
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【❷女性研究者の新規採用割合】の目標値、関連する主要指標
図表1 採用教員に占める女性教員の割合
（大学等、自然科学系）

出典：文部科学省調査データを基に作成。 注）数値は調査年度の5月1日現在。
出典：文部科学省「学校基本調査」（各年度）を基に作成。

図表3 博士課程後期の女性の割合（大学等）図表2 採用教員に占める女性教員の割合
（大学等、分野別）

注）大学が採用した教員（非常勤教員を除く）のう
ち、教授、准教授、講師、助教について集計。

出典：文部科学省調査データを基に作成。
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【❷女性研究者の新規採用割合】の目標値、関連する主要指標
図表4 研究開発法人における女性研究者の採用割合（常勤）

注1）研究者の定義は「科学技術研究調査」に準じる。常勤（任期無し）を含む。非常勤研究者お
よび出向研究者の受け入れなどは含まない。

注2）女性研究者の採用割合は常勤よりも非常勤で高いため、常勤・非常勤を合計すると全体的に
女性研究者の採用比率は高まることに注意。

注3）全分野を対象としている。
出典：内閣府「独立行政法人等の科学技術関係活動等に関する調査」を基に作成。

図表5 新規採用者に占める女性研究者数・割合（分野別）

注）常勤（任期付、非任期付）及び非常勤の女性研究者の合計値。
出典：内閣府「独立行政法人等の科学技術関係活動等に関する調査」を基に作成。
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図表6 女性研究者の状況（NISTEP定点調査2018より）

注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、
各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3位までについて、属性名、指数、回答者数を示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。
指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」

【❷女性研究者の新規採用割合】に関連する参考データ
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我が国の総論文数を増やしつつ、我が国の総論文数に占める被引用回数トップ10％
論文数の割合が10％となることを目指す。❸
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【❸論文数】の目標値
図表1 我が国の総論文数及び総論文数に占める被引用回数トップ10％（補正）論文数の割合（整数カウント）

注１）論文の被引用数（2018年末の値）が各年各分野（22分野）の上位10％に入る論文数がTop10％論文数である。Top10％補正論文数とは、Top10％論文数の抽出後、実数で論文数の1/10(1/100)と
なるように補正を加えた論文数を指す

注2）分析対象は、Article, Reviewである。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。全分野での論文数の単年、整数カウント法である。被引用数は、2018年末の値を用いている。Top10％補正論文
数は22分野ごとに抽出しているため、分野分類できない論文は除外して算出している。

注3）データベース収録の状況により単年の数値は揺れが大きいため、3 年移動平均値を用いている。クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究
所が集計。

出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所、 調査資料-283、 科学技術指標2019、2019年8月
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【❸論文数】に関連する主要指標
図表2 日本の総論文数の推移 図表3 日本の被引用回数トップ1%論文数及び総論文数に占める割合

【総論文数（3年平均、整数カウント法）（全分野）】 【日本のトップ1％補正論文数と総論文数に占める割合の推移（3年平均、整数カウント法）
（全分野）】

注１）論文の被引用数（2018年末の値）が各年各分野（22分野）の上位1％に入る論文数がTop1％論文数である。Top1％補正論文数とは、Top1％論文数の抽出後、実数で論文数の1/100となるように補正
を加えた論文数を指す。

注2）分析対象は、Article, Reviewである。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。全分野での論文数の単年、整数カウント法である。被引用数は、2018年末の値を用いている。Top10％補正論文
数は22分野ごとに抽出しているため、分野分類できない論文は除外して算出している。

注3）データベース収録の状況により単年の数値は揺れが大きいため、3 年移動平均値を用いている。クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究
所が集計。

出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所、 調査資料-283、 科学技術指標2019、2019年8月

76,853 77,042 76,630 76,428 75,868 75,398 75,468 75,990 77,383 77,652 77,492 77,650 78,747

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

20
04
年

(2
00

3-
20

05
)

20
05
年

（
20

04
-2

00
6）

20
06
年

（
20

05
-2

00
7)

20
07
年

(2
00

6-
20

08
)

20
08
年

(2
00

7-
20

09
)

20
09
年

(2
00

8-
20

10
)

20
10
年

(2
00

9-
20

11
)

20
11
年

(2
01

0-
20

12
)

20
12
年

(2
01

1-
20

13
)

20
13
年

(2
01

2-
20

14
)

20
14
年

(2
01

3-
20

15
)

20
15
年

(2
01

4-
20

16
)

20
16
年

(2
01

5-
20

17
)

論
文
数
（
件
）

出版年

498
518 537 542 548 555

588 607
644 661

710
746

798

0.65% 0.67% 0.70% 0.71% 0.72% 0.74% 0.78% 0.80% 0.83% 0.85% 0.92% 0.96% 1.01%

0%

1%

2%

3%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

20
04
年

(2
00

3-
20

05
)

20
05
年

（
20

04
-2

00
6）

20
06
年

（
20

05
-2

00
7)

20
07
年

(2
00

6-
20

08
)

20
08
年

(2
00

7-
20

09
)

20
09
年

(2
00

8-
20

10
)

20
10
年

(2
00

9-
20

11
)

20
11
年

(2
01

0-
20

12
)

20
12
年

(2
01

1-
20

13
)

20
13
年

(2
01

2-
20

14
)

20
14
年

(2
01

3-
20

15
)

20
15
年

(2
01

4-
20

16
)

20
16
年

(2
01

5-
20

17
)

割
合

論
文
数
（
件
）

出版年

日本のトップ1%補正論文数（3年平均、整数カウント） 総論文数に対するトップ1%論文の割合



107

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 4,024 60.6 1 米国 5,047 54.0 1 米国 6,903 47.0 1
英国 752 11.3 2 英国 1,275 13.6 2 中国 3,854 26.2 2
ドイツ 534 8.0 3 ドイツ 1,034 11.1 3 英国 2,500 17.0 3
フランス 439 6.6 4 フランス 703 7.5 4 ドイツ 2,024 13.8 4
カナダ 398 6.0 5 カナダ 648 6.9 5 フランス 1,340 9.1 5
日本 388 5.8 6 中国 567 6.1 6 カナダ 1,314 8.9 6
オランダ 253 3.8 7 日本 536 5.7 7 オーストラリア 1,306 8.9 7
イタリア 223 3.4 8 イタリア 503 5.4 8 イタリア 1,146 7.8 8
スイス 202 3.0 9 オランダ 466 5.0 9 オランダ 1,021 7.0 9
オーストラリア 189 2.8 10 オーストラリア 402 4.3 10 スペイン 948 6.5 10
スウェーデン 150 2.3 11 スイス 386 4.1 11 スイス 905 6.2 11
スペイン 113 1.7 12 スペイン 363 3.9 12 日本 798 5.4 12
イスラエル 96 1.4 13 スウェーデン 253 2.7 13 スウェーデン 629 4.3 13
デンマーク 94 1.4 14 ベルギー 221 2.4 14 ベルギー 554 3.8 14
ベルギー 90 1.4 15 デンマーク 184 2.0 15 韓国 551 3.8 15
ロシア 67 1.0 16 韓国 167 1.8 16 デンマーク 488 3.3 16
中国 63 0.9 17 イスラエル 143 1.5 17 インド 455 3.1 17
フィンランド 61 0.9 18 インド 138 1.5 18 サウジアラビア 414 2.8 18
オーストリア 54 0.8 19 オーストリア 130 1.4 19 ブラジル 402 2.7 19
ノルウェー 44 0.7 20 ノルウェー 110 1.2 20 シンガポール 391 2.7 20
インド 36 0.5 21 シンガポール 99 1.1 21 オーストリア 373 2.5 21
ニュージーランド 34 0.5 22 ブラジル 99 1.1 22 ノルウェー 290 2.0 22
ブラジル 30 0.5 23 フィンランド 98 1.1 23 イスラエル 277 1.9 23
ポーランド 28 0.4 24 ロシア 94 1.0 24 ポーランド 277 1.9 24
台湾 27 0.4 25 ポーランド 93 1.0 25 イラン 267 1.8 25

整数カウント

全分野
1995 － 1997年 (PY) (平均)

全分野
2005 － 2007年 (PY) (平均)

全分野
2015 － 2017年 (PY) (平均)

Top1％補正論文数 Top1％補正論文数 Top1％補正論文数

国・地域名
整数カウント

国・地域名
整数カウント

国・地域名

【❸論文数】に関連する主要指標

注1）論文の被引用数（2018年末の値）が各年各分野（22分野）の上位1％に入る論文数がTop1％論文数である。Top1%補正論文数とは、Top1％論文数の抽出後、実数で論文数の1/100となるように補正を
加えた論文数を指す。
注2）分析対象は、Article, Reviewである。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。全分野での論文数シェアの3年移動平均（2016年であればPY2015、PY2016、PY2017年の平均値）。整数カ
ウント法である。被引用数は、2018年末の値を用いている。
注3）クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。
出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指標2019、調査資料-283、2019年8月

トップ1％補正論文数シェア（3年移動平均、整数カウント）

図表4 主要国の論文数シェア及びトップ1％補正論文数シェア
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【❸論文数】に関連する参考データ

図表5 主要国の参画領域数と参画領域割合

注）研究領域を構成するコアペーパーに当該国の論文が1件以上含まれている場合、研究領域に参画しているとしている。
科学技術・学術政策研究所「サイエンスマップ2016」NISTEP REPORT No.178（平成30年10月）（クラリベイト・アナリティクス社Essential Science Indicators（NISTEP ver.）及びWeb of Science XML（Ｓ
ＣＩＥ, 2017年末バージョン）を基に科学技術・学術政策研究所作成）
出典：令和元年版 「科学技術白書」、第１-１-２図／主要国の参画領域数と参画領域割合
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図表6 学術研究・基礎研究の状況（NISTEP定点調査2018より）

❸論文数【❸論文数】に関連する参考データ

注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体、オレンジ色の三角形はイノベーション俯瞰グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形
は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。
出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」
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我が国の企業、大学、公的研究機関のセクター間の研究者の移動数が２割増加となる
ことを目指すとともに、特に移動数の少ない大学から企業や公的研究機関への研究者の
移動数が２倍となることを目指す。

❹
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【❹セクター間の研究者移動数】の目標値、関連する主要指標
図表1 セクター間の研究者の移動数 図表2 大学等から企業、または大学等から

非営利機関・公的機関への研究者の移動数

注1）数値は当該年度に移動した者（「2017年度」の場合は2017年4月１日から2018年3月31日の間に移動した者）。
注2）大学等には、大学（大学院、附置研究所及び附置研究施設を含む）、短期大学、高等専門学校、大学共同利用機関を含む。
出典：総務省 「科学技術研究調査」を基に作成。
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図表3 クロスアポイントメント制度の利用者数（大学等）

【❹セクター間の研究者移動数】に関連する参考データ

図表4 クロスアポイントメント制度の利用者数（研究開発型法人）

図表5 クロスアポイントメント制度に関する協定活用状況（研究開発型法人）

【自機関からの出向】 【他機関からの受入】

（注2）（注3） （注2）（注3）（注5） （注5） （注2）（注4） （注2）（注4）（注5） （注5）

出典：文部科学省「平成28年度大学等における産学連携等実施状況について」、 「平成29年度大学等における
産学連携等実施状況について」を基に作成。

注1）2016年度は平成28年度調査報告書、平成29年度調査報告書の両方に掲載されているため、報告書年度
によって注書きが異なる。

注2）大学等とは、大学、高等専門学校、大学共同利用機関を指す。（2015年度、2016年度）
注3）独立行政法人等とは、独立行政法人、公益法人、海外病院を指す。（2015年度、2016年度）
注4）独立行政法人等とは、独立行政法人、公益法人、海外研究機関を指す。（2015年度、2016年度）
注5）独立行政法人等とは、独立行政法人、 公益法人、研究機関、病院を指す。（2016年度、2017年度）

（注5）

出典：内閣府「独立行政法人等の科学技術関係活動等に関する調査」を基に作成。

【自機関からの出向】 【他機関からの受入】

出典：内閣府「独立行政法人等の科学技術関係活動等に関する調査」を基に作成。
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図表6 産学官の知識移転や新たな価値創出の状況（NISTEP定点調査2018より）

注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体、オレンジ色の三角形はイノベーション俯瞰グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形
は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。
出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」

【❹セクター間の研究者移動数】に関連する参考データ
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大学及び国立研究開発法人における企業からの共同研究の受入金額が5割増加とな
ることを目指す。❺
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【❺企業からの共同研究受入金額】の目標値、関連する主要指標
図表1 大学等及び研究開発型法人における民間企業からの共同研究の受入額の推移

注）研究開発型法人のデータは、2011年度以降のみ。
出典：大学等：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」を基に作成。
研究開発型法人： 内閣府「独立行政法人等の科学技術関係活動等に関する調査」を基に作成。
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【❺企業からの共同研究受入金額】に関連する参考データ
図表2 民間企業との共同研究件数（受入額規模別）（大学等） 図表3 民間企業との共同研究件数（受入額規模別）（研究開発型法人）

注）大学等には、大学、短期大学、高等専門学校、大学共同利用機関を含む。
出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況調査」を基に作成。

<件数> <割合>

※本調査における共同研究とは、大学等と民間企業等とが共同で研究開発を行い、かつ、大学等が要する
経費を民間企業等が負担しているものを指す。

出典： 内閣府「独立行政法人等の科学技術関係活動等に関する調査」を基に作成。

注2）国内の民間企業。
注3）2012～2015年度は0円～100万円未満、100万円～300万円未満、300万円～1,000万円未満の
内訳データを取得できなかったため、1,000万円未満のみを示している。

注1）自ら研究開発を行う研究開発法人29法人に関する集計結果。

<件数> <割合>
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【❺企業からの共同研究受入金額】に関連する参考データ
図表4 産学官の知識移転や新たな価値創出の状況（NISTEP定点調査2018より）

注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体、オレンジ色の三角形はイノベーション俯瞰グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形
は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」
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図表5 大学経営の状況（NISTEP定点調査2018より）

注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体、オレンジ色の三角形はイノベーション俯瞰グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形
は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。
出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」

【❺企業からの共同研究受入金額】に関連する参考データ
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研究開発型ベンチャー企業の起業を増やすとともに、その出口戦略についてM&A等への
多様化も図りながら、現状において把握可能な、我が国における研究開発型ベンチャー
企業の新規上場（IPO等）数について、2倍となることを目指す。

❻
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【❻研究開発型ベンチャーの新規上場】の目標値、関連する主要指標

注1）「新規上場のための有価証券報告書」を参照し、研究開発の状況から研究開発の有無を確認した。有価証券報告書の「研究開発活動」において、研究活動内容の記載があるものを対象とした。
注2）企業の設立から株式新規上場までの年数は考慮していない。また経由上場も含まれる。
注3）IPOはInitial Public Offeringの略で株式公開とも呼ばれ、未上場会社が新規に株式を証券取引所に上場し、一般投資家でも売買を可能にすることと説明されている。
（http://j-net21.smrj.go.jp/features/2015012600.htmlによる）

出典：日本取引所グループ 新規上場会社情報（http://www.jpx.co.jp/listing/stocks/new/index.html）を基に作成。

図表1 研究開発型企業の新規上場（IPO等）数の推移
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【❻研究開発型ベンチャーの新規上場】の目標値、関連する主要指標

図表4 法人発ベンチャーの設立数と現在の状況（設立後の経過年数別）
（研究開発型法人）

注）2009年度実績までは文部科学省科学技術・学術政策研究所の調査によるものであり、2010年度以降
の実績は本調査によるものである。
2009年度までの大学等発ベンチャーの設立数は、「活動中かつ所在が判明している大学等発ベンチャー」に
対して実施された設立年度に対する調査結果に基づき集計を行っている。なお、各年度の調査で当該年度
以前に設立されたことが新たに判明した大学等発ベンチャーについては、年度をさかのぼってデータを追加して
いる。2010年度以降のデータについては、当該調査年度に設立されたと大学等から回答がなされた大学等
発ベンチャー数のみを集計している。
設立年度は当該年の4月から翌年3月までとし、設立月の不明な企業は4月以降に設立されたものとして集
計した。
設立年度の不明な企業9社が2009年度実績までにあるが、除いて集計した。

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」を基に作成。

図表2 大学発ベンチャーの設立数の推移（大学等）

出典：内閣府「独立行政法人等の科学技術関係活動等に関する調査」を基に作成。

図表3 これまでに設立された法人発ベンチャーの件数（研究開発型法人）

注1） 自ら研究開発を行う研究開発法人29法人に関する集計結果。
注2）当該時点で存続していない法人発ベンチャーも含む。

出典：内閣府「独立行政法人等の科学技術関係活動等に関する調査」を基に作成。
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【❻研究開発型ベンチャーの新規上場】に関連する参考データ

図表5 産学官の知識移転や新たな価値創出の状況（NISTEP定点調査2018より）

（注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体、オレンジ色の三角形はイノベーション俯瞰グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形
は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」
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図表6 科学技術イノベーション人材の育成の状況（NISTEP定点調査2018より）

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」

注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体、オレンジ色の三角形はイノベーション俯瞰グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形
は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。

【❻研究開発型ベンチャーの新規上場】に関連する参考データ
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図表7 イノベーションシステムの構築の状況（NISTPE定点調査2018より）

注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体、オレンジ色の三角形はイノベーション俯瞰グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形
は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。
出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」

【❻研究開発型ベンチャーの新規上場】に関連する参考データ
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注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体、オレンジ色の三角形はイノベーション俯瞰グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形
は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。

図表8 イノベーションシステムの構築の状況（NISTPE定点調査2018より）

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」

【❻研究開発型ベンチャーの新規上場】に関連する参考データ
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我が国の特許出願件数（内国人の特許出願件数）に占める中小企業の割合について、
15％を目指す。❼
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【❼中小企業の特許出願件数割合】
図表1 内国人の特許出願件数に占める中小企業の割合

注1）中小企業基本法第2条第1項の規定に基づく「中小企業者」を指す。
注2）内国出願人は、特許法第二十五条 日本国内に住所又は居所（法人にあつては、営業所）を有しない外国人（以下省略）以外の出願人を指す。
出典：特許庁「特許行政年次報告書2019年版」を基に作成。

33,615 31,068 32,759 33,090 35,007 36,017 39,624 39,880 37,793 

256,466 256,512 254,254 
238,641 230,952 222,822 220,620 220,410 215,837 

290,081 287,580 287,013
271,731 265,959 258,839 260,244 260,290 253,630

11.6% 10.8% 11.4% 12.2% 13.2% 13.9%
15.2% 15.3% 14.9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

出
願
件
数
（
件
）

中小企業の特許出願件数

内国出願人による特許出願件数(中小企業以外）

内国出願人による特許出願件数に占める中小企業の割合



128

大学の特許権実施許諾件数が５割増加となることを目指す。❽
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【❽大学の特許権実施許諾件数割合】
図表1 大学等における特許権保有件数及び実施等件数

注）特許権実施等件数とは、実施許諾または譲渡した特許権（「受ける権利」の段階のものも含む。）の数（契約件数）を指す。国立大学等（国立大学、大学共同利用機関及び高等専門学校を含
む）、公立大学等、私立大学等を含む。

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」を基に作成。
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【❽大学の特許権実施許諾件数割合】の参考データ

図表2 知的財産マネジメントの状況（NISTEP定点調査2018より）

注）青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体、オレンジ色の三角形はイノベーション俯瞰グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形
は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。回答者数が50 名以上の属性を表示している。指数とは6 点尺度質問の結果を0～10 ポイントに変換した値である。
出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）」


